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職員の給与等に関する報告の概要

令和２年11月24日
宮崎県人事委員会

第１ 給与に関する報告について

○ 今回の報告のポイント

月例給は改定しないことが適当

＊ 民間給与との較差（77円、0.02％）が極めて小さく、人事院も同様に改定を
見送っていることから月例給の改定はなし

１ 民間給与の調査

調査（職種別民間給与実態調査）は、人事院と共同して企業規模50人以上、かつ、
事業所規模50人以上の県内の民間事業所329事業所中、142事業所を対象に実施した。
本年は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を考慮し、特別給等の調査を

６月29日から７月31日まで、月例給等の調査を８月17日から９月30日まで実施し、それ
ぞれ126事業所の調査を完了した。

２ 職員給与と民間給与との比較

月例給

民間従業員と職員（行政職給料表適用職員）の４月分の給与について、役職段階、
学歴及び年齢を同じくする者同士を比較した結果、職員給与が民間給与を 77円
（0.02％）下回っている。

民 間（Ａ） 職 員（Ｂ） 較差（Ａ－Ｂ） （参考）人事院

352,546円 352,469円
77円 △164円

（0.02％） （△0.04％）

※民間、職員ともに、本年度の新規学卒の採用者は含まれていない。

特別給(ボーナス） （令和２年10月23日報告）

昨年８月から本年７月までの１年間の民間の支給割合と現在の職員の支給月数を
比較した結果、概ね均衡していることから、改定しないことが適当であるとした。

民 間（Ａ） 職 員（Ｂ） 較差（Ａ－Ｂ） （参考）人事院

4.44月 4.45月 △0.01月 △0.04月

【参考】月例給及び特別給ともに改定なしの場合の職員給与
行政職（平均年齢 42.2歳） 平均年間給与 5,696,000円



- 2 -

第２ 公務運営の改善に関する報告について

１ 人材の確保・育成
人材の確保
今年度、新たな区分試験「一般行政特別枠」を設け、公務員試験対策が不要な試験を導入

したところ、当該特別枠に関しては、従来からの「一般行政」を大幅に上回る受験者数を確

保することができた。一方、技術系職種に関しては、依然として厳しい状況が続いているた
め、制度の見直しを引き続き積極的に行う必要がある。
また、新型コロナウイルス感染症の拡大を受けて、一部の試験で日程や会場の変更を余儀

なくされた。今後とも、このような想定外の事態に臨機応変に対応できる試験実施体制を整
えておく必要がある。

障がい者の採用
障がい者が、採用後も安定的にその能力が発揮できるよう、障がいの内容及び程度に応じ

て、適切な合理的配慮が必要である。

就職氷河期世代への支援
今年度、就職氷河期世代を対象とする採用試験を実施したところであるが、引き続き、

中途採用の推進に努めるとともに、採用後も個々の職員が意欲、能力を生かして活躍できる
環境を整備する必要がある。

人材の育成
人材の育成については、効率的な行政運営を進めていくため、継続的かつ計画的に推進し、

人事評価制度については、当該制度が十分に機能し、効果的な人材育成や組織の活性化等に

つながるよう、適切に取り組んでいく必要がある。

２ 女性職員の育成・登用の推進
意欲と能力のある女性職員が活躍できるよう、研修や支援を充実させるとともに、幹部等

ポストへの登用や幅広い分野への配置を行うなど、今後とも、より一層積極的に取り組んでい
く必要がある。

３ 働き方改革と勤務環境の整備
限られた人員等の中で、効率的でより質の高い行政サービスを提供していくためには、職員

が心身ともに健康で、意欲をもって働けるように取組を進めることが重要である。
このため、今後とも働き方改革の意識を高め、長時間労働の是正や個々の事情に応じた柔軟

な働き方の推進に取り組むとともに、職員が心身の健康を保ちながら働くことのできる勤務環

境の整備を図る必要がある。

長時間労働の是正
ア 時間外勤務の縮減

時間外勤務の事前命令の徹底や業務の的確な進行管理等、マネジメントの強化を図り、
組織全体として業務量の削減や合理化・平準化に取り組む必要がある。

イ 教員の業務負担の軽減
文部科学省の指針等を踏まえ、教員の適切な勤務環境の整備に向けた実効性のある取組

を強く推進するとともに、学校全体で働き方に関する意識改革を進め、保護者や地域の理
解と協力を得ながら、教員の業務負担の軽減に着実に取り組む必要がある。

ウ 年次休暇等の取得促進
管理監督者自身が率先して休暇を取得することや取得計画を所属内で共有することによ

る取得しやすい環境づくりに努めることなどにより、年次休暇等の取得をさらに促進する

必要がある。
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エ 夏季休暇の在り方
本県では、７月から１０月までの期間に３日の夏季休暇が設けられている中、国や各都

道府県の状況を見ると、国が３日である一方、多くの都道府県はこれを上回っている。
こうした点も踏まえ、夏季休暇の日数の在り方について、本県の実情等も考慮しながら

検討していくことが求められる。

個々の事情に応じた柔軟な働き方の推進
ア 子育て・介護と仕事の両立支援

各種支援制度が有効に活用されるよう、その周知に努めるとともに、管理監督者をはじ
め、職場全体の理解を促進し、さらに国の取組等を参考にしつつ、業務のサポート体制を

確立することが求められる。

イ 柔軟で効率的な働き方の推進
時差出勤のパターンの拡充やサテライトオフィスの本格的な実施等に取り組んでいると

ころであるが、今後とも勤務時間の弾力化やテレワーク環境の充実等、柔軟で効率的な働
き方を推進することが求められる。

ウ テレワークの推進
テレワークは、働き方改革の観点に加え、今回の新型コロナウイルス感染症など、非常

時における業務の安定的な継続等の観点からも効果が期待される。
このため、今般のコロナ禍において暫定的に導入した在宅勤務について、本格的な導入

を検討するなど、テレワークの活用をさらに推進する必要がある。

心身の健康づくり
定期健康診断の全員受診の徹底等による職員の健康保持・増進や、心の健康に係る未然防

止、早期発見・早期治療等のそれぞれの場面での適切な対策に取り組むなど、
職員が心身ともに健康で働くことのできる職場づくりに積極的に取り組む必要がある。

ハラスメント防止対策
ハラスメントが人権に関わる許されない行為であり、勤務環境や心身に支障を及ぼすもの

であるという認識のもとに、相談しやすい体制づくりや相談対応の研修等の取組を推進する

とともに、国における取組等も参考に、さらに有効な取組を検討する必要がある。

４ 高齢層職員の能力及び経験の活用
国会に提出された「地方公務員法の一部を改正する法律案」は継続審議中であるため、引き

続き、今後の法制化の状況や他の地方公共団体の動向等を注視しながら、高齢層職員の雇用を
めぐる様々な課題について、本県の実情を踏まえて具体的に検討していく必要がある。

５ 会計年度任用職員制度の適正な運用
今年度から導入された会計年度任用職員制度については、今後とも、適正な制度の運用を図

る必要がある。

６ 信頼の確保
公務員の倫理
県民の信頼を損なう不祥事が後を絶たない状況が続いているため、各任命権者においては、

不祥事の根絶に向けて、職員の法令遵守及び服務規律の保持に万全を期し、県民の信頼の確
保に努めていく必要がある。

危機事象への対応
近年の大規模災害の多発や、住民の生命・財産への被害の激甚化、さらには、今回の新型

コロナウイルス感染症の拡大による多方面への影響を踏まえ、このような非常時においても、
業務を安定的に継続し、県民の信頼を維持できるよう、業務継続計画に従って体制を整備す
るとともに、県民にとって必要な情報を適時適切に提供することが必要である。


